
　町職員の給与等は国や県の制度に準じており、町議会での予算、給与条例の審議をとおして明らかにされていま
す。ここでは、皆さんにより一層ご理解をいただくために、あらためてその内容を紹介します。

１．総括

※１   職員手当には、退職手当は含まれていません。

　２   職員数は、令和２年４月１日現在の人数です。

　※　　１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を

岩手町の給与・定員管理等について

　（１）　人件費の状況                           (令和２年度一般会計決算)
住民基本台帳人口 歳出額

実質収支
人件費 人件費率 (参考)

(令和３年１月１日) (Ａ)

14.7

(Ｂ) (Ｂ/Ａ) 令和元年度の人件費率

人 千円 千円 千円 ％ ％

計(Ｂ)

12,826 9,884,932 262,501 1,275,320 12.9

千円

　（２）　職員給与費の状況                     　(令和２年度一般会計決算)
職員数 給　　与　　費 1人当たりの (参考) 類似団体平均

(Ａ) 給料 職員手当 期末勤勉手当

809,762 6,530

給与費(Ｂ/Ａ) 1人当たりの給与費

人 千円 千円 千円 千円 千円

5,443

　３ 　給与費については、再任用職員の給与費が含まれています。

　（３）　ラスパイレス指数の状況

124 462,256 82,471 265,035

　　　　　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
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①給料表の見直し

〔　　実施　　　未実施　　〕

【給料表の改定実施時期】　平成27年４月１日

【内容】　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引下げ。

　　　　　激変緩和のため、３年間（平成30年３月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

　　　　　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②その他の見直し内容

　管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。

　　（平成27年４月１日実施）

２．職員の平均給与月額、初任給等の状況

※ 　１  民間データは、厚生労働省が公表する「賃金構造基本統計調査」の数値を使用しています。（平成30年度から令和２年度の３ヶ年平均）

　２  技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

　３  年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　（４）　給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】　国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給

　割合の見直し等に取り組むとされています。

　（１）　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況    　　　（令和３年４月１日現在)
　一般行政職

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額(国ベース)

岩　手　町 42.8歳 306,095円 365,745円 331,682円
岩　手　県 42.3歳 319,200円 389,770円 348,076円

国 43.歳 325,827円 ― 407,153円
類似団体(Ⅲ-0) 41.4歳 300,680円 348,369円 326,102円

　技能労務職

区　分
公　　務　　員 民　　間 参　考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額 平均給与月額 対応する民間

平均年齢
平均給与月額

Ａ／Ｂ
(Ａ) (国ベース) の類似職種 (Ｂ)

岩手町 57.4歳 4人 298,675円 308,700円 307,271円 ― ― ― ―
うち用務員 57.4歳 4人 298,675円 308,700円 307,271円 用務員 50.3歳 235,200円 1.31
岩手県 52.2歳 259人 308,200円 335,276円 322,977円 ― ― ― ―
国 50.9歳 2,201人 286,947円 ― 328,603円 ― ― ― ―

類似団体 50.4歳 7人 276,966円 298,350円 288,025円 ― ― ― ―

区　分

参　　考
年収ベース(試算値)の比較

公 務 員 民　間
Ｃ／Ｄ

(Ｃ) (Ｄ)

岩手町 ― ― ―
う ち 用 務 員 4,843,449円 3,186,100円 1.52



※１　「平均給料月額」は、令和４年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　２  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などすべての諸手当の額を合計したもので

　　　あり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

　３  岩手県は、福祉職、医療職については公表対象外としています。

  ４  職員数が１人の職種については、個人が特定されることから給与月額等の公表は差し控えます。

３．一般行政職の級別職員数

※ １　岩手町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

    2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

　医療職(保健師・栄養士)
区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額(国ベース)

岩　手　町 43.3歳 298,100円 407,363円 316,274円
岩　手　県 ― ― ― ―

国 47.6歳 319,112円 ― 357,517円
類似団体(Ⅲ-0) 43.0歳 301,405円 359,062円 316,923円

　（２）　職員の初任給の状況                         　 　 (令和３年４月１日現在)

区　　分 岩手町 岩手県 国

行　政　職

大学卒 171,700円 183,800円 182,200円

短大卒 160,100円 ― ―

高校卒 150,600円 151,900円 150,600円

福　祉　職 短大卒 172,600円 ― ―
医　療　職 大学卒 212,600円 ― ―

技能労務職
高校卒 147,900円 149,200円 ―
中学卒 139,900円 141,100円 ―

224,900円 ― 329,600円 355,862円

　（３）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況   　   (令和３年４月１日現在)

区　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

― 336,100円 ―

338,233円 354,100円 367,633円
行　政　職

大学卒 261,575円

医　療　職 大学卒 267,700円
福　祉　職 短大卒 ―

高校卒

― ― 367,633円
技能労務職 中学卒 ― ― ― 314,000円

　（１）　行政職の級別職員数及び給料表の状況  　　　　　　　 (令和３年４月１日現在)

区　分 標準的な職務内容 職員数 職員数
１号給の 最高号給の
給料月額 給料月額

１級  一般的な業務を行う職務 21人 19.1%  146,100円  247,600円

２級
 特に高度の知識または経験を必要とする

8人 7.3%  195,500円  304,200円
 業務を行う職務

３級
 本庁または事務局などの係長、主査また

42人 38.2%  231,500円  350,000円
 は主任の職務

４級
 相当高度の知識または経験を必要とする

24人 21.8%  264,200円  381,000円
 課長補佐などの職務

５級
 本庁の課長または事務局の長の職務、

10人 9.1%  289,700円  393,000円
 相当困難な業務を所掌する職務

 務を所掌する課長などの職務
６級

 高度の知識及び経験を必要とし困難な業
 410,200円 319,200円4.5%5人



　 級別職員数の構成比較      　　　　　　 (各年度４月１日現在)

　国との給料表カーブ比較表（行政職（一））　（令和３年４月１日現在）
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　（２）　昇給への人事評価の活用                         　　

４．職員の手当の状況

　（２）　勤勉手当への人事評価の活用                         　　

令和３年度中における運用 管理職員 一般職員

イ．人事評価を活用している

活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない

活用予定時期 未定 未定

　（１）　期末手当・勤勉手当                　　　　    (令和２年度)

区　　分 岩手町 岩手県 国

平均支給額 1,371千円/人 1,806千円/人 ―

支給割合

期末手当　2.55月分 期末手当　2.60月分 期末手当　2.55月分
勤勉手当　1.90月分 勤勉手当　1.90月分 勤勉手当　1.90月分

（期末手当　1.45月分） （期末手当　1.45月分） （期末手当　1.45月分）
（勤勉手当　0.90月分） （勤勉手当　0.90月分） （勤勉手当　0.90月分）

加算措置 役職加算　５～15％
役職加算　　５～20％ 役職加算　　５～20％
管理職加算　10～25％ 管理職加算　10～25％

（注）（ ）内は再任用職員に係る支給割合である

令和３年度中における運用 管理職員 一般職員

イ．人事評価を活用している

活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

標準の成績率のみ（一律）

ロ．人事評価を活用していない

活用予定時期 未定 未定



※　退職手当の１人当たりの平均支給額は、令和３年度に退職した職員に支給された平均額です。

※１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

※２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の

　　総職員数（管理職等制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

―

　（３）　退職手当                             　　 (令和３年４月１日現在)

区　　分
岩手町 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分
最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置 ― ―
定年前早期退職特例措置

(２～45％加算)
一人当たり平均支給額 17,863千円 ― ―

　（４）　特殊勤務手当                             (令和３年４月１日現在)
区　　　分 全　職　種

支給実績(令和元年度決算) 0千円
平均支給年額(令和元年度決算) 0円／人

職員全体に占める手当支給職員の割合(令和元年度) 0%
手当の種類(手当数) ２種類

手当の名称 主な支給対象職員 対象業務 支給単価
行旅死亡人取扱手当 福祉支援担当職員 行旅死亡人の処理 １体当たり3,000円

防疫作業手当 健康推進担当職員及び畜産担当職員 感染症などの防疫 日額500円

　（５）　時間外勤務手当
区　　　分 令和２年度決算 令和元年度決算

支　給　実　績 37,120千円 46,013千円
職員１人当たり平均支給年額 337千円／人 418千円／人

　（６）　その他の手当                         　　 (令和３年４月１日現在)

手　当　名 内容と単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

令和２年度
支給実績

支給職員1人当たり
の平均年額

扶養手当
扶養親族を持つ職員へ区分に応じ6,500円
～13,000円の範囲で支給

同 ―
千円 千円

15,938 231

住居手当
賃貸住宅に暮らす職員へ月額27,000円を
上限に支給

同 ―
千円 千円

8,164 233

通勤手当
通勤距離に応じて2,100円～18,000円の範
囲で支給

異
 国：2,000円
  ～31,600円

千円 千円
7,334 88

管理職手当
課長職の職員へ月額給料に8％を乗じた額
を支給

異
国：俸給の
特別調整額

千円 千円
4,909 378

休日勤務手当
休日勤務した職員へ1時間当たりの給料単
価に135％～160％を乗じた額を支給

同 ―
千円 千円

480 15



※１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。

※２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

５．特別職の報酬等の状況　（令和３年４月１日現在）

給　　　　　料
区　　分 給料の月額 参考：類似団体の最高／最低額
町　長 659,000円（733,000円） 847,000円／556,500円
副町長 583,000円 679,000円／514,400円

報　　　　　酬
区　　分 報酬の月額 参考：類似団体の最高／最低額
議　長 316,000円 331,000円／252,000円
副議長 250,000円 262,000円／193,000円
議　員 239,000円 240,000円／172,000円

期　末　手　当
区　　分 令和３年度支給割合
町　長

3.2月分
副町長

期　末　手　当
区　　分 令和３年度支給割合
議　長

3.2月分副議長
議　員

退　職　手　当
区　　分 算出方法 １期の手当額 支給時期
町　長 退職時の給料月額×40.38／100×在職月数 12,773,002円 任期ごと
副町長 退職時の給料月額×23.28／100×在職月数  6,514,675円 任期ごと



６．職員数の状況

　（１）　部門別職員数の状況と主な増減理由             　　　(各年度４月１日現在)

　　　　　　区　分
　部　門

職員数 対前年
増減数

主な増減理由
参考：人口１万人当たりの職員数

（括弧内は類似団体）３年度 ２年度
一般行政 129人 124人 5 採用による 100.58人　(101.31人)
上 水 道   2人   2人 0 ―
下 水 道   4人   4人 0 ―
合　　計 135人 130人 5 採用による 105.25人　(121.29人)

※　職員数は、一般職に属する職員数で、特別職は含まれていません。条例定数は各年度とも180人です。

　（２）  年齢別職員構成の状況                 　　　　　(令和３年４月１日現在)

年　齢
20歳
未満

20～2324～2728～3132～3536～3940～4344～4748～5152～5556～59 60歳以上
合　計

歳 歳 歳 歳歳 歳 歳 歳 歳 歳 (再任用職員)
職員数 0人 6人 8人 16人 8人 7人 19人 21人 13人 13人 18人 6人 135人
割　合 0% 4% 6% 12% 6% 5% 14% 16% 10% 10% 13% 4% 100%

　（３）　職員数の推移   　　　　　　　　　　　　　　 (各年４月１日現在)

　　　　　　区　分
　部　門

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
過去５年間の
増減率（率）

一般行政 職員数 101人 101人 98人 98人 99人 102人
-△1人

-(△1.0%)

教　　育 職員数  20人  19人  17人  17人  18人  20人
0人

(△0.0%)
その他

特別会計
職員数  14人  13人  13人  14人  13人  13人

0人
0.0％

合　　計 職員数 135人 133人 128人 129人 130人 135人
△人

(△0.0%)

0%

5%

10%

15%

20%
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７．公営企業職員の状況

【水道事業】

（注）資本勘定支弁職員に係る職員給与費は含まれていません。

※１   職員手当には、退職手当は含まれていません。

　２   職員数は、令和３年３月31日現在の人数です。

　③職員の手当の状況

※　退職手当の１人当たりの平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額です。

※１　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

※２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の

　　総職員数（管理職等制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）です。

　①　職員給与費の状況                          (令和２年度水道事業特別会計決算)

総費用
(Ａ)

純損益又は
実 質 収 支

職員給与費
(Ｂ)

総費用に占める
職員給与費比率

(Ｂ/Ａ)

(参考)

令和元年度の総費用に
占める職員給与費率

％

242,009 △ 4,039 6,621 2.7 2.9

期末勤勉手当 計(Ｂ)

千円 千円 千円 ％

千円 千円

職員数 給　　与　　費 １人当たりの (参考) 市町村平均

(Ａ) 給料 職員手当

3,130 11,969 5,985

給与費(Ｂ/Ａ) 1人当たりの給与費

人 千円 千円 千円 千円

6,045

　②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況         　 （令和３年４月１日現在)
　行政職

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

2 7,923 916

岩　手　町 44.8歳 332,100円 377,874円
市町村平均 45.3歳 335,096円 380,415円

　ア　期末手当・勤勉手当                　　　　    (令和２年度)
区　　　分 岩　手　町 一般行政職
平均支給額 1,565千円/人 1,371千円/人

支給割合
期末手当　2.55月分 期末手当　2.55月分
勤勉手当　1.90月分 勤勉手当　1.90月分

加算措置 役職加算　５～15％ 役職加算　５～15％

　イ　退職手当                              　　 (令和３年４月１日現在)

区　　　分
岩　手　町 一般行政職

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年
勤続20年 19.6695月分 24.586875月分 19.6695月分 24.586875月分
勤続25年 28.0395月分 33.27075月分 28.0395月分 33.27075月分
勤続35年 39.7575月分 47.709月分 39.7575月分 47.709月分
最高限度額 47.709月分 47.709月分 47.709月分 48.709月分

その他の加算措置 ―

一人当たり平均支給額 ― 17,863千円

―

　ウ　特殊勤務手当                     　        (令和３年４月１日現在)
区　　　分 全　職　種

支給実績(令和２年度決算) 0千円
平均支給年額(令和２年度決算) 0円／人

職員全体に占める手当支給職員の割合(令和２年度) 0%
手当の種類(手当数) ２種類

　エ　時間外勤務手当
区　　　分 令和２年度決算 令和元年度決算

支　給　実　績 241千円 351千円
職員１人当たり平均支給年額 121千円／人 176千円／人


